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『アジア経済』への投稿について
　本誌は1960 年に，発展途上地域を対象とした社会科学分野の専門的学術誌として創刊され現在に

至っています。発展途上地域研究の発展に貢献するため，誌面を広く所内外の研究者に開放し，質の

向上に努めています。

・本誌は常時投稿を受け付けています。どなたでも自由に投稿できます。受け付ける原稿は，発展途

上地域（アジア，アフリカ，ラテンアメリカ，中東，オセアニア，旧ソ連・東欧圏など）を対象と

したもので，政治，経済，社会，法律などに関する論文，研究ノート，研究レビュー，資料，現地

報告，研究機関紹介，書評論文，書評で，未発表のものに限ります。なお，本誌に掲載された原稿

の内容に関するご意見も投稿として受け付けます。使用言語は日本語に限ります。

・本誌は創刊以来原稿検討制度を維持しています。幾度かの制度改定を経て，現在は以下のような方

式を採用しています。

　　提出された原稿は，当研究所職員・外部投稿者の別なく，当研究所内外の２名以上のレフェリー

による査読を経て，編集委員会において採用の可否を決定します。査読に当たっては，予断を排し

客観性を保つために，レフェリーに対しては原稿執筆者の名前を伏せて依頼し，原稿執筆者に対し

てもレフェリーの名前は通知しません。

・原稿の分量は，論文・研究ノートは最大４万字（400字× 100枚），研究レビュー・資料・書評論

文は３万2000字，書評は6400字，その他は１万6000字までとします（制限時数を超える原稿は

お受けできません）。図表は，大小にかかわらず１点１枚（400字）とします。400字の要旨を必ず

付けて下さい。なお，投稿に際しては原稿区分を明記して下さい。目次の一覧も付記して下さい。

タイトルには英訳を付して下さい。原稿には投稿者の所属，肩書き，および連絡先（住所，電話・

FAX番号，メールアドレス）を付記し，氏名にはフリガナとローマ字表記を添えて下さい。オリ

ジナルに必ずコピーを２部添えて提出して下さい。執筆要領は編集部宛に請求して下さい（当研究

所のホームページからもダウンロードできます。http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/ 

Periodicals/Ajia/pdf/yoko.pdf）。

・採用された原稿は，すべて署名原稿として扱い，最終稿を電子媒体で提出していただきます（一太

郎，Word，Excel以外はテキストファイルで）。

・採用された上，『アジア経済』に掲載された論文などの著作権は，アジア経済研究所に帰属するも

のとします（したがって，他所で当該論文などを転載などする場合は，アジア経済研究所の許諾が

必要となります）。『アジア経済』に掲載された論文などを，アジア経済研究所が全文データベース

化し，電子媒体で公開することもありますのでご了承下さい。

・掲載された論文の抜き刷りを必要とする場合は，実費で作成します。原稿は採用の可否にかかわら

ず返却しません。

・原稿の送り先，連絡先──〒261-8545　千葉県千葉市美浜区若葉 3 － 2 － 2 

　　独立行政法人日本貿易振興機構　アジア経済研究所研究支援部出版企画編集課『アジア経済』編集部

　　電話043－299－9539

　　　Ｅメールでも受け付けます。アドレスはajiak＠ ide.go.jpです。

　本誌の編集方針，企画の審議，原稿の審査は下記編集委員会が行っています。

　平成23年度編集委員会──委員長：平野克己，委員：荒井悦代，内川秀二，小山田和彦，

　　　　　　　　　　　　　　　　　 柏原千英，川中　豪，佐藤　章，佐藤幸人，土屋一樹，

　　　　　　　　　　　　　　　　 　東川　繁，藤田麻衣，寳劔久俊，松原浩司，山岡加奈子

本誌に掲載されている論文などの内容や意見は，外部からの投稿を含め，執筆者個人に属し，独立行政法人日本

貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式見解を示すものではありません。
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◆研究双書〈Ａ５判，上製本〉 （価格は消費税込価格です）

581 現代アフリカ農村と公共圏 児玉由佳編 307 p. 3990円
582 ポスト民主化期の台湾政治──陳水扁政権の８年 若林正丈編 342 p. 4410円
583 開発途上国と財政──歳入出，債務，ガバナンスにおける諸課題 柏原千英編 294 p. 3780円
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お詫びと訂正

本誌第52巻第 5号に下記の誤りがありましたので，お詫びして訂正いたします。

記

箇所：56ページ（注 6）

誤　　1941年インド国勢調査によると1941年インド総人口は約3200万であった。

正　　1941年インド国勢調査によると1941年インド総人口は約３億2000万であった。



１．開催期間：2011年7月6日（水）から8月26日（金）まで全14コース（14日間）
２．会　　場：ジェトロ本部5階　 ABCD 会議室 （東京都港区赤坂1−12−32　アーク森ビル５階）
３．受 講 料：１コース当たり　一般　4,000円　　
　　　　　　　　　　　　　　　アジ研賛助会員 / ジェトロメンバーズ（農水産・中国会員含む）/ 学生  2,000円
　　　　　　　　　　　　　　　※東日本大震災による被災中小企業・中小企業団体様（個人を含む）には，受 
　　　　　　　　　　　　　　　　講料の割引をさせていただきます。
４．定　　員：各コース100名

５．お申し込み：お申込み方法等詳細は，当研究所ホームページ
　　　　　　　　（http：//www.ide.go.jp/Japanese/Event/Seminar/2011summer/index.html）をご参照ください。

６．お問い合わせ：　日本貿易振興機構アジア経済研究所　研究支援部成果普及課　河野，小林
　　　　　　　　　　〒261-8545　千葉市美浜区若葉3−2−2

　　　　　　　　　　TEL：043-299-9536　 FAX：043-299-9726　 E-mail：seminar@ide.go.jp

2011年ジェトロ・アジア経済研究所夏期公開講座 プログラム　全14コース

コース１ コース２ コース３ コース４ コース５

開催日 7／6（水）
10：30−16：30

開催日 7／11（月）
10：30−16：30

開催日 7／12（火）
10：30−16：30

開催日 7／14（木）
10：30−16：30

開催日 7／19（火）
10：45−16：30

変 貌 す る イ ン ド：
フィールド調査からの発
見

変 容 す る ラ テ ン ア
メリカの政治：経済
政策はどうなるのか

韓 国 の 輸 出 戦 略 と
技術ネットワーク：
家電・情報産業にみる対日
貿易赤字

CLV 諸 国 に お け る
経 済 統 合 と 産 業 立
地

2007年憲法後のタ
イ：ゆれる政治・司法・
社会

講師：内川秀二（研究支援
部長），村山真弓（新領域
研究センター次長），湊一
樹（地域研究センター南ア
ジア研究グループ研究員）

講師：清水達也（地域研究
センターラテンアメリカ
研究グループ副主任研究
員），山岡加奈子（地域研
究センターラテンアメリ
カ研究グループ副主任研
究員），堀坂浩太郎（上智
大学名誉教授）

講師：藤田徹（㈱住友商事
総合研究所国際調査部シ
ニアアナリスト），水野順
子（新領域研究センター上
席主任研究員），御手洗久
巳（㈱野村総合研究所コン
サルティング事業本部シ
ニアスタッフ）

講師：黒岩郁雄（開発研究
センター長），坪田建明（新
領域研究センター経済統
合研究グループ研究員），
坂田正三（地域研究セン
ター主任調査研究員），初
鹿野直美（地域研究セン
ター東南アジアⅡ研究グ
ループ研究員），ケオラ・
スックニラン（新領域研究
センター経済統合研究グ
ループ副主任研究員）

講師：玉田芳史（京都大学
大学院アジア・アフリカ地
域研究研究科教授），今泉
慎也（新領域研究センター
主任調査研究員），船津鶴
代（新領域研究センター環
境・資源研究グループ副主
任研究員）

コース６ コース７ コース８ コース９ コース10

開催日 7／22（金）
10：30−16：30

開催日 7／25（月）
10：30−16：30

開催日 8／1（月）
10：30−16：30

開催日 8／2（火）
10：30−16：30

開催日 8／3（水）
10：30−16：30

アフリカ：民主主義の
ゆくえ

中東の大変動 ミャンマーの2011
年の民政移管：政治・

経済状況の整理

ア フ リ カ に お け る
貧困削減のケース・
スタディ：所得向上の
3つのアプローチ

アジアの障害者立法
※手話通訳付き

講師：津田みわ（地域研究
センターアフリカ研究グ
ループ主任研究員），佐藤
章（地域研究センターアフ
リカ研究グループ副主任
研究員），佐藤千鶴子（地
域研究センターアフリカ
研究グループ副主任研究
員）

講師：間寧（地域研究セン
ター中東研究グループ長），
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